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福祉先進都市東京に向けた懇談会 
 園田眞理子（明治大学） 2014.11.06 

【資料４－２】 

1 



■1 一人世帯の住居・居住政策が必要 

最も多数を占める世帯型は
単独世帯（46.5％） 

旧来の住宅政策の三本柱（住宅金融公庫、住宅公団、公営住宅） 

住宅政策の対象は二人以上世帯 

65歳以上で単独で借家に居住している人 

母子世帯で借家に居住している人 

単独・貧困世帯の住居・居住 

政策はどこが引き受けるのか？ 

資料：東京都の統計 

＜資料＞左：東京都の統計 右：土地・統計調査2008 

貧困者は生活保護の住宅扶助・施設入所で対応 
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■1 一人世帯の“共暮らし”住居・居住が必要 

＜資料＞“地域善隣事業の提案” 「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援に関する調査検討委員会 作業部会・高齢者住宅財団 2013.3」より 
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○活用可能な賃貸用の空き家（東京都） 

平成20年の都内の空家総数は約75.0万戸。内、
「腐朽・破損なし」の賃貸用の空家は40.7万戸。 

■2 住宅等の既存ストックの活用すれば 
“共暮らし”住居は実現できる 

○都内の活用可能な賃貸用の空家（構造別） 

木造・非木造ともに活用可能な賃貸用空家は特別区内に多くあ
る。 

東京には空家・
空室が溢れて

いる 
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■2  “共暮らし”住居の実現が難しい理由 
2010年前後 シェア居住時代の到来 2008 

リーマンショック 

2011 

東日本大震災 
2013.5 「脱法ハウス問題」表面化➡「違法貸しルーム」の規制強化へ 

2013.9 国土交通省：一律、用途は“寄宿舎”と判断 

2014.7～8 

国土交通省：一定の
条件を満たした場合
に、防火規定を緩和 

良質な空き家ストック
を活用するための合理
的な法規制が必要 

違法貸しルームのイメージ 

＜資料＞国土交通省 

緩和規定の概要 

＜資料＞国土交通省 
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既存物件の活用 

戸建住宅の空家 アパートの空家 

老人福祉法上の取扱い 

有料老人ホーム 

非該当の物件 

有料老人ホーム 

該当の物件 

建築基準法・ 

消防法上の取扱い 

※地方公共団体の判断 

で用途を決定 

児童福祉施設等 

（有料老人ホーム） 

「介護基盤緊急整備等臨時特例基金」 
によるスプリンクラー設置費補助 

（１ ㎡あたり9,000円 など） 

有
料
老
人
ホ
ー
ム
に
該
当
す
る
場

合
、
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
の
設
置
に
対

す
る
支
援
が
受
け
ら
れ
る
。 

既存住宅・建物等を活用する場合に、以下の法規定との関係を整理する必要がある 

■2  既存ストック活用に係る法規定との関係 

＜資料＞「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援に関する調査検討委員会 作業部会・高齢者住宅財団 2013.3」より 
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有料老人ホーム 有料老人ホーム以外※１ 

建築基準法上の用途 「児童福祉施設等」 
「共同住宅」 
「寄宿舎」 

該当なし 

(いわゆる「住宅※２」) 

間仕切壁 
・準耐火構造 
・屋根まで到達 

・準耐火構造 
・屋根まで到達 

なし 

非常用照明 ・居室＋避難通路 ・避難通路のみ なし 

床面積※３ なし ・７㎡以上 なし 

避難のための窓
先空地※３ 

なし 
・空地に面する窓 
・バルコニー等 

なし 

消防法上の用途 「有料老人ホーム」 
「共同住宅」 
「寄宿舎」 

該当なし 
（いわゆる「住宅」） 

スプリンクラー 
・275㎡以上で 
  設置義務※４ なし※５ なし 

※４：主として要介護状態にある者を入居させるもの。   ※５：11階以上の階にある場合は設置義務あり。 
※３：地方公共団体の条例による基準（東京都の事例）。 

※１：実際の物件がどの用途に該当するかは、地方公共団体の建築部局の判断によるため、あらかじめ相談が必要。 
※２：戸建住宅を単身利用する場合に「住宅」と判断されることもある。 

建築基準法・消防法の適用関係 

＜資料＞「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援に関する調査検討委員会 作業部会・高齢者住宅財団 2013.3」より 
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バリアフリー法 
高齢者、障害者等の移動の円滑化の促進に関する法律（2006年12月施行） 

特別特定建築物の建築主等の
義務 

計画の認定 

建築物移動等円滑化基準 
【最低限のレベル】 

地方公共団体の
条例 

建築物移動等円滑化誘導基準 
【望ましいレベル】 

特定建築物の建築主等の努力
義務 

認定のメリット 
○表示制度 
○容積率の特例 
○税制上の特例措置  
○低利融資 
○補助制度 

基準への適合が必要
または求められる 

基準への適合が求め
られる 

都の裁量による設定 
・特別特定建築物 
 老人ホーム等の 
 福祉施設；全てが対象 

国の規定 
・延床面積2000㎡ 
以上が対象 

■3 小規模福祉施設に係るバリアフリー条例  
 都は厳しすぎる･･･ 
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■3 厳格な都のバリアフリー条例  
    

日本一、厳しい規定 
・小規模な建築物には過大 
・既存建築の活用ができない 

＜資料＞東京都「建築バリアフリー条例 パンフレット」2013 9 



■3 都のバリアフリー条例➡合理的な緩和を  
    

：小規模福祉施設には厳格すぎる項目 

＜例＞・エレベータ 間口140ｃｍ×奥行135ｃｍ以上 ・廊下幅 140ｃｍ以上 ・階段幅 120ｃｍ 

➡床面積200㎡未満の小規模施設では適正な居室面積がとれなくなってしまう 
➡部分に対する規定の集合で、“統合体としての適正な建築”は実現できない  
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